
大 子 町 保 育 所 入 所 選 考 基 準 指 数 表 

 

　１．保育の実施指数 

 
児童名： 保育時間

 父 母 加　算 合　計
標 ・ 短  

 
項

保 護 者 の 状 況
基準指数  類　　　型 細 目

 

１

居宅外で労働

することを常

態としている

場合

（１）１月の労働日数が 
２０日以上のとき

１日の労働時間が７時間４５分以上のとき ２０
 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満のとき １８
 １日の労働時間が４時間以上６時間未満のとき １５
 １日の労働時間が４時間未満のとき １４
 

（２）１月の労働日数が 
１６日以上２０日未

満のとき

１日の労働時間が７時間４５分以上のとき １８
 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満のとき １６
 １日の労働時間が４時間以上６時間未満のとき １４
 １日の労働時間が４時間未満のとき １３
 （３）１月の労働日数が 

１２日以上１６日未

満のとき

１日の労働時間が７時間４５分以上のとき １６
 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満のとき １５
 １日の労働時間が４時間以上６時間未満のとき １３
 

２

居宅内で日常

の家事以外の

労働をするこ

とを常態とし

ている場合 

（１）自ら事業を営む者

であるとき

１日の労働時間が７時間４５分以上であるとき １９
 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満であるとき １７
 １日の労働時間が４時間以上６時間未満であるとき １４
 

（２）・（１）の者と同居

する者で，その事

業に従事するとき 
　　 ・祖父母が自営業を

営み，その事業に

従事するとき

（ア）１月の労働日

数が２０日以上のと

き

１日の労働時間が７時間４５分以上のとき １７
 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満のとき １５
 １日の労働時間が４時間以上６時間未満のとき １２
 １日の労働時間が３時間以上４時間未満のとき １１
 

（イ）１月の労働日

数が１６日以上２０

日未満のとき

１日の労働時間が７時間４５分以上のとき １５
 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満のとき １３
 １日の労働時間が４時間以上６時間未満のとき １１
 １日の労働時間が３時間以上４時間未満のときのとき １０
 （ウ）１月の労働日数

が１２日以上１６日

未満のとき

１日の労働時間が７時間４５分以上のとき １３
 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満のとき １２
 １日の労働時間が４時間以上６時間未満のとき ９
 

（３）内職を行うとき

１日の労働時間が７時間以上で週４日以上又は１週間の労働時間が２８時間以上であるとき １１
 １日７時間以上で週３日以上又は１週間２１時間以上のとき １０
 上記以外で月４８時間以上のとき ５
 

３ 出産の場合 （１）出産予定月の前２か月または後２か月の期間内にあるとき １８

 

４

疾病にかかり，

又は負傷して

いる場合

（１）１か月以上の入院をするとき又はその予定があるとき ２０
 

（２）居

宅 内 で

療 養 し

て い る

とき

（ア）医師の指示により常時安静の状態にあることを要するとき又は精神障害者保健福祉手帳１級から３級までに該当する程

度であるとき
２０

 （イ）（ア）に掲げる程度に至らないが，精神に障害を有すること又は神経症により，保育に当たることができない状態にあ

ると認められるとき
１８

 （ウ）（ア）又は（イ）に掲げる場合に該当しないが，保育に当たることができないと認められるとき（ア）に掲げる程度に

至らないが，精神に障害を有すること又は神経症により，保育に当たることができない状態にあると認められるとき
１４

 
５

身体に障害を

有している場

合

（１）身体障害者手帳１級から２級又は療育手帳○AからBまでに該当する程度であるとき ２０
 （２）身体障害者手帳３級又は療育手帳Cに該当する程度であるとき １８
 （３）（１）又は（２）に掲げる程度に至らないが，保育に当たることができないと認められるとき １４
 

６ 介護又は看護
を行う場合

（１）病院，施設等に入

院又は入所している者

の介護又は看護を行う

とき

（ア）常時付添いが必要であるとき １７
 （イ）医師の指示により付添いが必要であるとき（（ア）に規定するときを除く）

１０

 
（２）（１）以外の者の

介護又は看護を行うと

き

（ア）要介護認定３から５まで，身体障害者手帳が１級から２級又は療育手帳○AからAに該当する程度である
とき

１７

 （イ）要介護認定１から２まで，身体障害者手帳が３級又は療育手帳BからCに該当する程度であるとき １５
 （ウ）（ア）又は（イ）に掲げる程度に至らないとき １２
 ７ 震災，風水害，火災その他の災害復旧に当たる場合 ２０
 

８
父又は母の不

存在

配偶者の死亡，行方不明，拘禁，離婚，未婚等で父子家庭又は母子家庭であるとき
２０

 
９
生活保護受給

世帯

生活保護受給世帯で，保育の実施がその世帯の自立促進に必要と認められる場合
１５

 10 虐待やＤＶのおそれがある場合 ２０
 

11 求職活動をし
ている場合

（１）居宅外（内（自営業

等や農業を含む））で就職

が内定しているとき

（ア）１月の労働日数

が２０日以上のと

き

１日の労働時間が７時間４５分以上であるとき １５ 
(１０)

 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満であるとき １４ 
（９）

 １日の労働時間が４時間以上６時間未満であるとき １２ 
（８）

 １日の労働時間が４時間未満であるとき １０（７）

 

（イ）１月の労働日数

が１６日以上２０

日未満のとき

１日の労働時間が７時間４５分以上であるとき １４ 
（９）

 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満であるとき １３ 
（８）

 １日の労働時間が４時間以上６時間未満であるとき １１ 
（７）

 １日の労働時間が４時間未満であるとき ９ 
（６）



 

２．調整基準指数 

　　※加算及び減算の重複は可とする。 

 

３．同一指数世帯の優先順位 

　 

 
（ウ）１月の労働日数

が１２日以上１６

日未満のとき

１日の労働時間が７時間４５分以上であるとき １３ 
（８）

 １日の労働時間が６時間以上７時間４５分未満であるとき １１ 
（７）

 １日の労働時間が４時間以上６時間未満であるとき ８ 
（６）

 （エ）１月の労働日数が１２日未満のとき ４

 （２）就職が内定していないとき ３
 

12

学校，職業訓

練施設等に通

学又は通所を

している場合

（１）１月に通学又は通所をしている日数が２０日以上のとき １７
 （２）１月に通学又は通所をしている日数が１６日以上２０日未満のとき １５
 （３）１月に通学又は通所をしている日数が１２日以上１６日未満のとき １３
 （４）１月に通学又は通所をしている日数が１２日未満のとき １０
 （５）通学又は通所することが内定しているとき ７
 13 １の項から１２の項までに規定する場合を除き，保育に当たることができないと町長が認める場合

 番号 条　　　件 指数
 

加

算

指

数

１ 　生活保護受給世帯で，特にその世帯の自立促進に必要と認められる場合 ３
 

２
　ひとり親家庭（離婚調停中は可。別居のみは不可）であり，かつ，自立の促進を図ること

が特に必要と認められる場合（祖父母と同居している場合を除く）
５

 ３ 　父母の両方が不存在の場合 ５
 ４ 　父母のいずれかが３か月以上単身赴任である世帯 １
 ５ 　児童虐待の防止及び予防のため，特別支援が必要と認められる場合 ５
 

６
　保護者が身体障害者手帳，療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を所持している者で就労

している場合
１

 
７

　求職中ではあるが，申込時より５か月以内の時点で１年以上の就労実績がある場合（離職

票，退職証明書，給与明細等で確認できる場合）
１

 ８ 　集団保育可能で，かつ集団保育を必要とする障害児の場合 １
 ９ 　兄弟姉妹がその保育所にすでに入所している場合 １

 １０ 　産休，育児休業期間が終わり，職場復帰する場合 ２

 
減
算
指
数

１１ 　育児休業期間の延長が可能な場合 －１
 １２ 申込み児童以外の児童を保護者又は親族が保育する場合 －３
 １３ 　町外在住者（転入予定を除く）で勤務地が大子町内 －２
 １４ 町外在住者（転入予定を除く）で勤務地が大子町外 －４

 １５ 　就労実績が１か月に満たない場合 －２

 
１ 町内在住（転入予定者を含む）者

 
２ すでに兄弟で別々の保育所に入所していて，転所を希望している者

 
３ 現に働いていて，児童を認可外保育施設等に預けている者

 
４ 父母それぞれの勤務実績が１年以上ある者

 
５ 類型番号の優先順位を　７・８・４・５・６・１０・１・２・３・１３・１１・１２　とする

 
６ 実施指数・類型番号とも同位のときは，児童の状況，家庭状況等を考慮して総合的に判断する


